
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アルミラミネートフィルムを外装体として有し、内部に電気化学デバイス素体を封入し
た電気化学デバイスであって、
　前記電気化学デバイス素体の角部がアールに形成されており、
　前記電気化学デバイス素体の角部に対応する、前記外装体の角部もアールに形成されて
おり、
　前記電気化学デバイス素体の角部のアール半径をＲとし、前記外装体の角部のアール半
径をＲ’とした時にＲ’≦Ｒかつ Ｒ’≧１．０ｍｍ を
満たす電気化学デバイス。
【請求項２】
　前記外装体が深絞り成形が施されている請求項１の電気化学デバイス。
【請求項３】
　固体電解質を有する請求項１又は２のいずれかの電気化学デバイス。
【請求項４】
　リチウム二次電池である請求項１～３のいずれかの電気化学デバイス。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明が属する技術分野】
本発明は、リチウム二次電池、電気二重層キャパシタ等の電気化学デバイスの封止に関す
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るものである。
【０００２】
【従来の技術】
近年の携帯機器の目覚しい発展により、携帯機器用電源として使用される電池、とりわけ
リチウムイオン電池の重要が急速に高まってきている。さらに携帯機器の機能の増加に伴
い高エネルギー化と、それに伴う電池特性の改善安全性の向上が技術開発の目標となって
いる。
【０００３】
その方策として、電解質を固体化する試みがあるが、電池特性上、根本的な技術課題、例
えば室温で使用できない点があり、実用化は極めて困難な状況である。
【０００４】
そのため、液系の欠点を改良しつつ、液系の電池に近い特性が得られる、ゲル化電解質を
用いた電池の開発に近年に中心が移ってきている。このゲル化した電池の場合、液系電池
に比べ室温で遊離した電解液が存在しないこと、液量が少ないことから、安全性に対して
も効果が得られている。
【０００５】
現在リチウムイオン系の二次電池としては、以下の３種類に分類される。
（１）電解液を用いた液系電池。
（２）電解液と高分子ポリマーとによるゲル化した固体状電解質を用いる固体電解質電池
。
（３）無機材料、有機材料の固体内のリチウムイオン伝導を用いた電解質を有する固体電
解質電池。
【０００６】
ここで、（２）に相当するゲル化電解質を用いた電池は、上述したように安全性の面で寄
与できている。
【０００７】
一方、こうした電池を従来の金属ケースを用いたものと差別化するために、軽量化、薄型
化が同時に試みられ、特にアルミ箔を用いた外装体が使用されてきており、これにより、
さらなる軽量化、薄型化が可能になった。
【０００８】
このような、アルミ箔を外装体に用いた電池については、例えば特開２０００－１９５４
７６号公報等に開示されている。
【０００９】
このような薄型電池が要求される背景としては、電池の高容量化高エネルギー密度化があ
る。高容量化を行う際には当然のことながら、内部に挿入される電池の体積をできる限り
大きくする必要がある。また、製品の小型化のニーズから、電池形状も円筒型から角形へ
、さらに薄型化が要求されてきた。
【００１０】
しかしながら、従来のアルミ等金属ケースを用いた電池では、正極材料、負極材料、セパ
レータを巻き取り、扁平させ挿入するため、角形のケースや薄型のケースでは隙間が大き
く開いてしまうという問題を有していた。
【００１１】
また、薄型の深絞りタイプの外装体では、アルミラミネートフィルム材料から成形するた
め、アルミラミネート外装体エッジ部のアルミ箔のクラックを避ける必要があり、直角に
成形することができず、アールが必要であり、この部分にも隙間ができてしまう。
【００１２】
このような従来の深絞り型外装体に電気化学デバイス素体を収納した状態を図２に示す。
【００１３】
図において、電気化学デバイスは、外装体１と電気化学デバイス素体２とを有する。この
外装体１には、深絞り型に形成された電気化学デバイス素体収納部１２を有する。そして
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、この電気化学デバイス収納部１２の角部１１は、外装体の金属フィルムの破損を防止す
るために、所定の曲率半径Ｒ’を有するように加工されている。また、外装体１の一端に
は折り返し部１ａを有し、この部分で折り返される外装体１ｂは、丁度蓋のように電気化
学デバイス収納部１２上に覆い被さり、折り返し部１ａ以外の３方を接着することにより
、電気化学デバイス素体２が封入されるようになっている。
【００１４】
この電気化学デバイス素体２は、その角部２１ａが尖っているため、外装体の角部１１と
接触したりする、このため、電気化学デバイス素体を外装体の角部１１と接触しない大き
さにまで小さくする必要があった。また、外装体の角部１１と接触した場合には、電極構
成材料などにクラックが入ったり、剥離したりして、微短絡現象が生じる恐れがあった。
【００１５】
つまり、フィルム状またはシート状の正極材料、負極材料は非常に脆く、衝撃等で集電体
からの剥離やクラックが生じやすい。特に、セパレータを用いた電池では、剥離した正極
材料や負極材料が、セパレータを貫通し、微短絡現象を起こす問題を有していた。とりわ
け、エッジ部はハンドリング等による集電体からの剥離やクラックが生じやすかった。従
来は、正極材料や負極材料のバインダー量の増加等で対応せざる得なく、エネルギー密度
を低下させる要因の一つであった。
【００１６】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、アルミラミネート外装体を有する電気化学デバイスにおいて、高エネル
ギー密度で、かつ、外装体に挿入する際に生じる剥離やクラックによる微短絡を防止し、
生産効率の高い電気化学デバイスを提供することである。
【００１７】
【課題を解決するための手段】
　すなわち上記目的は、以下の本発明の構成により達成される。
（１）  アルミラミネートフィルムを外装体として有し、内部に電気化学デバイス素体を
封入した電気化学デバイスであって、前記電気化学デバイス素体の角部がアールに形成さ
れており、前記電気化学デバイス素体の角部に対応する外装体の角部もアールに形成され
ており、
　電気化学デバイス素体の角部のアール半径をＲとし、外装体の角部のアール半径をＲ’
とした時にＲ’≦Ｒかつ Ｒ’≧１．０ｍｍ を満たす電
気化学デバイス。
（２）  前記外装体が深絞り成形が施されている上記（１）の電気化学デバイス。
（３）  固体電解質を有する上記（１）または（２）の電気化学デバイス。
（４）  リチウム二次電池である上記（１）～（３）のいずれかの電気化学デバイス。
【００１８】
【作用】
本発明者らは、このような無駄な空間が無く、生産効率の向上する構造について検討を進
めた結果、従来に比べ、高エネルギー密度で生産効率の良い電気化学デバイスを作製する
手法を見出した。特に、シート状、もしくはフィルム状の正極材料や負極材料の角に、外
装体の形状に対応したアールを、所定の範囲に設定することで実現可能なことを見いだし
、本発明に至った。
【００１９】
ところで、特開２０００－２０８１１０号公報には、樹脂フィルム主体のラミネートシー
トからなる外装ケース内に積層電極を無駄な空間を生じることなく収容でき、電池の外形
縦横寸法をコンパクトにした扁平電池を作製することが記載されている。この電池の製造
方法は、ラミネートフィルムからなる外装体に積層電極を無駄な空間無く収容する点で、
本発明の電気化学デバイスに類似している。しかし、本発明の電極形状についての記載は
みられない。
【００２０】
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【発明の実施の形態】
本発明の電気化学デバイスは、アルミラミネートフィルムを外装体として有し、内部に電
気化学デバイス素体を封入した電気化学デバイスであって、前記電気化学デバイス素体の
角部がアールに形成されているものである。ここで、アールに形成されているとは、角部
がある曲率半径Ｒの曲線を描くように形成されていることをいう。
【００２１】
このように、電気化学デバイスの外装体内部に封入される電気化学素体の角部にＲを持た
せることにより、外装体の内部空間に電気化学デバイス素体を無駄なく収納することがで
き、高エネルギー密度の電気化学デバイスが得られる。
【００２２】
また、電気化学デバイス素体の角部がＲに加工されているので、ハンドリング時、特に外
装体内に挿入する際に剥離やクラックが生じることがなく、微短絡現象を防止することが
でき、生産効率が向上する。
【００２３】
電気化学デバイス素体の角部、つまりエッジ部に形成されるＲは、外装体の収納空間に効
率よく収納することができ、しかも剥離やクラックが生じることがない曲率に形成されて
いればよい。
【００２４】
具体的には、アール半径Ｒが、好ましくは
０．５ mm≦ R≦１０ mm
より好ましくは
２ mm≦ R≦４ mm
程度である。
【００２５】
　また、収納する外装体の角部に形成されているアール半径Ｒ’より電気化学デバイス素
体の角部Ｒが か等しいことが好ましく、特に同様な半径とすることが好ましい。Ｒ
’よりＲが 場合、その差が２ mm以内、特に１ mm以内であるとよい。なお、角部のア
ールは必ずしも円弧状になっている必要はなく、円半径に近似したときに上記範囲となる
ような曲線となっていればよい。
【００２６】
本発明の電気化学デバイスの具体的構成例を図に基づき説明する。図１は本発明の電気化
学デバイスの外装体を展開した状態を示す概略斜視図である。
【００２７】
図において、電気化学デバイスは、外装体１と電気化学デバイス素体２とを有する。この
外装体１には、深絞り成形が施された電気化学デバイス素体収納部１２を有する。つまり
、電気化学デバイス素体２の厚さ分の空間部１２が深絞り成形され、この収納部１２の一
辺近傍１ａを谷折りすることにより二つに折り畳まれる。すなわち、外装体１の一端には
折り返し部１ａを有し、この部分で折り返される外装体１ｂは、丁度蓋のように電気化学
デバイス収納部１２上に覆い被さり、折り返し部１ａ以外の３方を接着することにより、
電気化学デバイス素体２が封入されるようになっている。
【００２８】
そして、電気化学デバイス収納部１２の角部１１は、外装体の金属フィルムの破損を防止
するために、所定の曲率半径Ｒ’を有するように加工されている。
【００２９】
この電気化学デバイス素体２は、その角部２１が、所定の曲率半径Ｒを有するように加工
されている。この場合、特にＲは外装体の角部１１と同様な曲率を有するとよい。また、
前記折り返し部１ａの反対側の辺には、電気化学デバイス素体の電極と外部のと接続を図
るための引き出し電極３が取り付けられている。
【００３０】
　本発明の電気化学デバイス素体は、例えば、アルミニウム箔や銅箔等の金属箔等で構成
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される正負両極の電極とセパレータとが交互に積層された構造を有する。正負両極の電極
には、それぞれ外部電極（導出端子）が接続されている。外部電極は、アルミニウム、銅
、ニッケル、ステンレス等の金属箔、パンチングメタル、エキスパンドメタルで構成され
る。この場合、電気化学デバイス素体全体の角部が ールに形成されているとよいか、少
なくとも電極の角部が ールに形成されていればよい。
【００３１】
本発明の電気化学デバイスに用いられる電気化学デバイスは、リチウム二次電池等の電池
に限定されるものではなく、これと同様な構造を有するキャパシタなどを用いることがで
きる。
【００３２】
本発明の電気化学デバイスは、次のようなリチウム二次電池、電気二重層キャパシタとし
て用いることができる。
【００３３】
＜リチウム二次電池＞
リチウム二次電池の構造は特に限定されないが、通常、正極、負極及びセパレータから構
成され、積層型電池や円筒型電池等に適用される。
【００３４】
セパレータにはゲル型高分子を用いてもよい。例えば、
（１）ポリエチレンオキサイド、ポリプロピレンオキサイド等のポリアルキレンオキサイ
ド、
（２）エチレンオキサイドとアクリレートの共重合体、
（３）エチレンオキサイドとグリシルエーテルの共重合体、
（４）エチレンオキサイドとグリシルエーテルとアリルグリシルエーテルとの共重合体、
（５）ポリアクリレート
（６）ポリアクリロニトリル
（７）ポリフッ化ビニリデン、フッ化ビニリデン－ヘキサフルオロプロピレン共重合体、
フッ化ビニリデン－塩化３フッ化エチレン共重合体、フッ化ビニリデン－ヘキサフルオロ
プロビレンフッ素ゴム、フッ化ビニリデン“テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプ
ロピレンフッ素ゴム等のフッ素系高分子等が挙げられる。
【００３５】
ゲル高分子は電解液と混ぜてもよく、またセパレータや電極に塗布をしてもよい。さらに
、開始剤を入れることにより、紫外線、ＥＢ、加熱等でゲル高分子を架橋させてもよい。
【００３６】
また、電解質と組み合わせる電極は、リチウム二次電池の電極として公知のものの中から
適宜選択して使用すればよく、好ましくは電極活物質とゲル電解質、必要により導電助剤
との組成物を用いる。
【００３７】
また、特開平９－２１９１８４号公報、特開２０００－２２３１０７号公報、特開２００
０－１００４０８号公報に記載されているセパレータを用いることもできる。
【００３８】
負極には、炭素材料、リチウム金属、リチウム合金あるいは酸化物材料のような負極活物
質を用い、正極には、リチウムイオンがインターカレート・デインターカレート可能な酸
化物または炭素材料のような正極活物質を用いることが好ましい。このような電極を用い
ることにより、良好な特性のリチウム二次電池を得ることができる。
【００３９】
電極活物質として用いる炭素材料は、例えば、メソカーボンマイクロビーズ（ＭＣＭＢ）
、天然あるいは人造の黒鉛、樹脂焼成炭素材料、カーボンブラック、炭素繊維などから適
宜選択すればよい。これらは粉末として用いられる。中でも黒鉛が好ましく、その平均粒
子径は１～３０μ m 、特に５～２５μ m であることが好ましい。平均粒子径が小さすぎる
と、充放電サイクル寿命が短くなり、また、容量のばらつき（個体差）が大きくなる傾向
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にある。平均粒子径が大きすぎると、容量のばらつきが著しく大きくなり、平均容量が小
さくなってしまう。平均粒子径が大きい場合に容量のばらつきが生じるのは、黒鉛と集電
体との接触や黒鉛同士の接触にばらつきが生じるためと考えられる。
【００４０】
リチウムイオンがインターカレート・デインターカレート可能な酸化物としては、リチウ
ムを含む複合酸化物が好ましく、例えば、ＬｉＣｏＯ 2、ＬｉＭｎ 2Ｏ 4、ＬｉＮｉＯ 2、Ｌ
ｉＶ 2Ｏ 4などが挙げられる。これらの酸化物の粉末の平均粒子径は１～４０μ m 程度であ
ることが好ましい。
【００４１】
電極には、必要により導電助剤が添加される。導電助剤としては、好ましくは黒鉛、カー
ボンブラック、炭素繊維、ニッケル、アルミニウム、銅、銀等の金属が挙げられ、特に黒
鉛、カーボンブラックが好ましい。
【００４２】
電極組成は正極では、重量比で活物質：導電助剤：結着剤＝８０～９４：２～８：２～１
８の範囲が好ましく、負極では、重量比で活物質：導電助剤：結着剤＝７０～９７：０～
２５：３～１０の範囲が好ましい。
【００４３】
結着剤としては、フッ素系樹脂、ポリオレフイン樹脂、スチレン系樹脂、アクリル系樹脂
のような熱可塑性エラストマー系樹脂、またはフッ素ゴムのようなゴム系樹脂を用いるこ
とができる。具体的には、ポリテトラフルオロエチレン、ポリフッ化ビニリデン、ポリエ
チレン、ポリアクリロニトリル、ニトリルゴム、ポリブタジエン、ブチレンゴム、ポリス
チレン、スチレンーブタジエンゴム、多硫化ゴム、ニトロセルロース、シアノエチルセル
ロース、カルボキシメチルセルロース等が挙げられる。
【００４４】
電極の製造は、まず、活物質と必要に応じて導電助剤を、結着剤溶液に分散し、塗布液を
調製する。
【００４５】
そして、この電極塗布液を集電体に塗布する。塗布する手段は特に限定されず、集電体の
材質や形状などに応じて適宜決定すればよい。一般に、メタルマスク印刷法、静電塗装法
、ディップコート法、スプレーコート法、ロールコート法、ドクターブレード法、グラビ
アコート法、スクリーン印刷法等が使用されている。その後、必要に応じて、平板プレス
、カレンダーロール等により圧延処理を行う。
【００４６】
集電体は、電池の使用するデバイスの形状やケース内への集電体の配置方法などに応じて
、適宜通常の集電体から選択すればよい。一般に、正極にはアルミニウム等が、負極には
銅、ニッケル等が使用される。なお、集電体は、通常、金属箔、金属メッシュなどが使用
される。金属箔よりも金属メッシュの方が電極との接触抵抗が小さくなるが、金属箔でも
十分小さな接触抵抗が得られる。
【００４７】
そして、溶媒を蒸発させ、電極を作製する。塗布厚は、５０～４００μ m 程度とすること
が好ましい。
【００４８】
このような正極、セパレータ、負極をこの順に積層し、圧着して電池素体とする。
【００４９】
セパレータに含浸させる電解液は一般に電解質塩と溶媒よりなる。電解質塩としては、例
えば、ＬｉＢＦ 4  、ＬｉＰＦ 6  、ＬｉＡｓＦ 6  、ＬｉＳＯ 3  ＣＦ 3  、ＬｉＣｌＯ 4  、Ｌｉ
Ｎ（ＳＯ 2  ＣＦ 3  ） 2  等のリチウム塩が適用できる。
【００５０】
電解液の溶媒としては、前述の高分子固体電解質、電解質塩との相溶性が良好なものであ
れば特に制限はされないが、リチウム電池等では高い動作電圧でも分解の起こらない極性
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有機溶媒、例えば、エチレンカーボネート（略称ＥＣ）、プロピレンカーボネート（略称
ＰＣ）、ブチレンカーボネート、ジメチルカーボネート（略称ＤＭＣ）、ジエチルカーボ
ネート、エチルメチルカーボネート等のカーボネート類、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
、２－メチルテトラヒドロフラン等の環式エーテル、１，３－ジオキソラン、４－メチル
ジオキソラン等の環式エーテル、γ－ブチロラクトン等のラクトン、スルホラン等が好適
に用いられる。３－メチルスルホラン、ジメトキシエタン、ジエトキシエタン、エトキシ
メトキシエタン、エチルジグライム等を用いてもよい。
【００５１】
溶媒と電解質塩とで電解液を構成すると考えた場合の電解質塩の濃度は、好ましくは０．
３～５ mol/lである。通常、０．８～１．５ mol/l辺りで最も高いイオン伝導性を示す。
【００５２】
＜電気二重層キャパシタ＞
本発明に用いる電気二重層キャパシタの構造は特に限定されないが、通常、一対の分極性
電極がセパレータを介して配置されており、分極性電極およびセパレータの周辺部には、
好ましくは絶縁性ガスケットが配置されている。このような電気二重層キャパシタはペー
パー型、積層型等と称されるいずれのものであってもよい。
【００５３】
分極性電極としては、活性炭、活性炭素繊維等を導電性活物質とし、これにバインダとし
てフッ素樹脂、フッ素ゴム等を加える。そして、この混合物をシート状電極に形成したも
のを用いることが好ましい。バインダの量は５～１５質量％程度とする。また、バインダ
としてゲル電解質を用いてもよい。
【００５４】
分極性電極に用いられる集電体は、白金、導電性ブチルゴム等の導電性ゴムなどであって
よく、またアルミニウム、ニッケル等の金属の溶射によって形成してもよく、上記電極層
の片面に金属メッシュを付設してもよい。
【００５５】
電気二重層キャパシタには、上記のような分極性電極とセパレータとを組み合わせる。
【００５６】
電解質塩としては、（Ｃ 2Ｈ 5） 4  ＮＢＦ 4  、（Ｃ 2Ｈ 5） 3  ＣＨ 3  ＮＢＦ 4  、（Ｃ 2Ｈ 5） 4  

ＰＢＦ 4  等が挙げられる。
【００５７】
電解液に用いる非水溶媒は、公知の種々のものであってよく、電気化学的に安定な非水溶
媒であるプロピレンカーボネート、エチレンカーボネート、γ－ブチロラクトン、アセト
ニトリル、ジメチルホルムアミド、１，２－ジメトキシエタン、スルホラン単独または混
合溶媒が好ましい。
【００５８】
このような非水溶媒系の電解質溶液における電解質の濃度は、０．１～３ mol/lとすれば
よい。
【００５９】
このような電解液に微多孔性の高分子膜を浸漬すると、高分子膜が電解液を吸収してゲル
化し、高分子固体電解質となる。
【００６０】
高分子固体電解質の組成を共重合体／電解液で示した場合、膜の強度、イオン伝導度の点
から、電解液の比率は４０～９０質量％が好ましい。
【００６１】
絶縁性ガスケットとしては、ポリプロピレン、ブチルゴム等の絶縁体を用いればよい。
【００６２】
外装体は、例えばアルミニウム等の金属層の両面に、熱接着性樹脂層としてのポリプロピ
レン、ポリエチレン等のポリオレフィン樹脂層や耐熱性のポリエステル樹脂層が積層され
たラミネートフィルムから構成されている。外装袋は、予め２枚のラミネートフィルムを
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それらの３辺の端面の熱接着性樹脂層相互を熱接着して第１のシール部を形成し、１辺が
開口した袋状に形成される。あるいは、一枚のラミネートフィルムを折り返して両辺の端
面を熱接着してシール部を形成して袋状としてもよい。
【００６３】
ラミネートフィルムとしては、ラミネートフィルムを構成する金属箔と導出端子間の絶縁
を確保するため、内装側から熱接着性樹脂層／ポリエステル樹脂層／金属箔／ポリエステ
ル樹脂層の積層構造を有するラミネートフィルムを用いることが好ましい。このようなラ
ミネートフィルムを用いることにより、熱接着時に高融点のポリエステル樹脂層が溶けず
に残るため、導出端子と外装袋の金属箔との離間距離を確保し、絶縁を確保することがで
きる。そのため、ラミネートフィルムのポリエステル樹脂層の厚さは、５～１００μ m 程
度とすることが好ましい。
【００６４】
外装体は、特に深絞り形成されているものが好ましい。深絞り形成することで、電気化学
デバイスを収納する角部がＲに形成される。
【００６５】
【実施例】
（実施例１）
以下に示すリチウム二次電池サンプルを作製した。
（１）外装体の成形
耐熱性のナイロンフィルム（厚さ２５μ m ）と熱融着性のポリプロピレンフィルムとの間
にアルミニウム箔（厚さ４０μ m ）を配したラミネートフィルムを絞り探さ 4mm弱、大き
さ約３５×５５ mmに成形した。特に本実施例では、角アール半径を３ mmとした。
【００６６】
（２）電極と固体電解質の作製
正極については、市販のＬｉＣｏＯ 2  と、導電助剤のカーボンブラックと、結着剤のフッ
素系樹脂を混合し、極性溶媒を用いてスラリーを調製した。これを、集電体のアルミニウ
ム箔に塗布し、乾燥後圧延し、集電端子部をのぞき３３．５×５０．５ mmに打ち抜き、正
極とした。特に、本実施例では、外装体の角アール半径３ mmと同様の角アール半径３ mmで
打ち抜き寸法を設定した。
【００６７】
負極については、市販の MCFと黒鉛、導電助剤のカーボンブラックと結着剤のフッ素系樹
脂を混合し、極性溶媒を用いてスラリーを調製した。これを、集電体の銅箔に塗布し、乾
燥後圧延し、集電端子部をのぞき３４×５１ mmに打ち抜き、負極とした。特に、本実施例
では、外装体の角アール半径３ mmと同様の角アール半径３ mmで打ち抜き寸法を設定した。
【００６８】
固体電解質については、二酸化珪素とフッ素系樹脂を混合し、極性溶媒と多孔化剤の非溶
媒を用いてスラリーを調製した。これをポリエチレンテレフタレートフィルムに塗布し、
乾燥後、３４×５２に打ち抜き、剥離し、固体電解質とした。
【００６９】
（３）電池作製工法
上記で作製した電極と固体電解質を熱圧着し、熱溶着性の樹脂をコーティングした集電リ
ード端子を集電端子部に溶接後、アルミラミネート外装体に収容すると共に電解液を含浸
し、ヒートシールにより密封し、薄型電池サンプルを得た。なお電解液には、エチレンカ
ーボネート：ジエチルカーボネート＝４：６（体積比）である混合溶媒にＬｉＰＦ 6  を１
Ｍの濃度で溶解したものを用いた。
【００７０】
（実施例２）
外装体の角アール半径を１ mmに、正極、負極の角アール半径を１ mmに設定した。この他は
、実施例１と同様にして薄型電池サンプルを得た。
【００７１】
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（実施例３）
正極、負極の角アール半径を５ mmに設定した。この他は、実施例１と同様にして薄型電池
サンプルを得た。
【００７２】
（比較例１）
外装体の角アール半径を０．５ mmに、正極、負極の角アール半径を０．５ mmに設定した。
この他は、実施例１と同様にして薄型電池サンプルを得た。
【００７３】
（比較例２）
正極、負極の角アール半径を０ mmに設定した。この他は、実施例１と同様にして薄型電池
サンプルを得た。
【００７４】
（比較例３）
正極、負極の角アール半径を０ mmに設定し、実施例１の電極寸法内に各コーナーが収まる
よう縦横寸法をそれぞれ２ mmずつ減らし、正極の電極寸法を３１．５×４８．５ mm、負極
の電極寸法を３２×４９ mmに設定した。この他は、実施例１と同様にして薄型電池サンプ
ルを得た。
【００７５】
上述した各電池サンプルの、外装体成形時のアルミ箔ピンホール発生数、電池作成後の微
短絡不良数、０．５ C放電容量を表１に示す。なお、微短絡不良は、各電池サンプルを３
．７ V 程度まで充電し、１週間放置したときの電圧降下が５０ mV以上あったものを不良と
した。
【００７６】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００７７】
表 1に示される結果から、本発明の効果が明らかである。具体的には、実施例１と比較例
１との対比から、外装体の角アール半径が小さくなるとエッジ部への応力集中により、外
装体アルミ箔にピンホールが空きやすくなり、微短絡不良数も多い。
【００７８】
次に、実施例１と比較例３との対比から、同一の外装体に収まるように電極寸法を設定す
ると、角アールを有する実施例１のサンプルが実施例３のサンプルに比べ遙かにエネルギ
ー密度が高く、徴短絡不良数も少ない。また、角アールなしで作製した比較例３では、外
装体内に積層体（電池素体）は収容することができない。
【００７９】
すなわち、外装体と電極の角アール半径を本発明で限定する範囲内にあるサンプルでは、
体積エネルギー密度が高く、微短絡不良の少ない薄型電池が得られることが解る。
【００８０】
【発明の効果】
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以上のように、本発明によれば、アルミラミネート外装体を有する電気化学デバイスにお
いて、高エネルギー密度で、かつ、外装体に挿入する際に生じる剥離やクラックによる微
短絡を防止し、生産効率の高い電気化学デバイスを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の電気化学デバイスの構成例を示す斜視図である。
【図２】従来の電気化学デバイスの構成例を示す斜視図である。
【符号の説明】
１　　外装体
１１　　角部
２　　セパレータ
２１　　角部
３　　引き出し電極
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】
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